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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第３四半期連結
累計期間

第54期
第３四半期連結

累計期間
第53期

会計期間
自平成26年３月１日
至平成26年11月30日

自平成27年３月１日
至平成27年11月30日

自平成26年３月１日
至平成27年２月28日

売上高 （千円） 9,255,717 9,939,443 13,357,536

経常利益 （千円） 471,954 403,984 523,350

四半期（当期）純利益 （千円） 260,996 246,536 338,778

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,310,333 △37 1,334,040

純資産額 （千円） 7,791,766 7,736,450 7,786,867

総資産額 （千円） 13,033,858 13,986,433 13,792,295

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 29.91 28.26 38.83

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 59.8 55.3 56.5

 

回次
第53期

第３四半期連結
会計期間

第54期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成26年９月１日
至平成26年11月30日

自平成27年９月１日
至平成27年11月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 19.25 8.88

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

　当社グループの当第３四半期連結累計期間における売上高は9,939百万円となり、前年同期比683百万円の増収

（増減率＋7.4％）となりました。国内市場は、企業収益の改善やそれに伴い雇用や個人所得の向上が傾向とし

て見られるものの、個人消費は円安による輸入品の値上げや天候不順等により依然として不透明な状況で推移し

ており、当社では家電量販チャネルに代表されるコンシューマー市場向け販売がこの影響を受けました。しかし

ながら、ＢｔｏＢビジネスを展開する法人チャネルでは大型のＯＥＭ受注の獲得に加え、住宅設備用の浴室ＴＶ

も好調に推移しました。

　営業利益は420百万円となり、前年同期比257百万円の増益（増減率＋158.1％）となりました。円安傾向は依

然として継続しており、海外での製造及び輸入には強い逆風の環境が続いておりますが、為替予約によるヘッジ

効果と、国内製造比率の向上、また、新商品投入による販売価格の改定、原価低減活動の推進等により、営業利

益を大きく改善することができました。

　経常利益は403百万円となり前年同期比67百万円の減益（増減率△14.4％）、四半期純利益は246百万円となり

前年同期比14百万円の減益（増減率△5.5％）となりました。上述のとおり各種施策により当社グループの収益

体質改善は着実に進んでいるものの、営業外収益に関しては前期の第３四半期において急激な円安が進行し、Ｕ

Ｓドル資産に対する評価益等により為替差益が386百万円発生したのに対し、当期の第３四半期においては為替

差益が66百万円と大幅に減少しております。

 

　　 （２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 （３）研究開発活動

　　　当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、420百万円であります。

　　　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 34,000,000

計 34,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年１月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,030,000 9,030,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 9,030,000 9,030,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

 平成27年９月１日～

 平成27年11月30日
－ 9,030,000 － 1,742,400 － 1,748,600

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　306,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　8,716,000 8,716 －

単元未満株式 普通株式　　　8,000 － －

発行済株式総数 9,030,000 － －

総株主の議決権 － 8,716 －

 

 

②【自己株式等】

平成27年11月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

ツインバード工業㈱
新潟県燕市吉田西太田

字潟向2084-２
306,000 － 306,000 3.39

計 － 306,000 － 306,000 3.39

 

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年９月１日から平

成27年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、優成監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年２月28日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,009,297 2,135,235

受取手形及び売掛金 2,647,341 2,154,085

商品及び製品 2,192,406 2,326,299

仕掛品 239,453 243,408

原材料及び貯蔵品 300,754 376,208

為替予約 1,438,363 1,282,203

その他 436,912 242,438

貸倒引当金 △6,701 △1,599

流動資産合計 8,257,826 8,758,279

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,138,807 4,157,610

減価償却累計額 △2,799,919 △2,846,713

建物及び構築物（純額） 1,338,888 1,310,897

機械及び装置 564,669 569,783

減価償却累計額 △527,855 △530,992

機械及び装置（純額） 36,813 38,791

金型 1,359,055 1,397,993

減価償却累計額 △1,260,354 △1,294,795

金型（純額） 98,701 103,197

工具、器具及び備品 498,621 518,437

減価償却累計額 △382,262 △402,641

工具、器具及び備品（純額） 116,359 115,796

土地 2,027,401 2,056,499

建設仮勘定 25,321 62,309

その他 1,176,942 1,411,228

減価償却累計額 △811,190 △975,422

その他（純額） 365,751 435,805

有形固定資産合計 4,009,237 4,123,297

無形固定資産 87,928 129,615

投資その他の資産   

投資有価証券 426,948 412,522

その他 1,011,328 563,754

貸倒引当金 △973 △1,035

投資その他の資産合計 1,437,302 975,240

固定資産合計 5,534,468 5,228,153

資産合計 13,792,295 13,986,433
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年２月28日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年11月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 458,569 397,159

短期借入金 1,200,000 1,200,000

1年内償還予定の社債 80,000 80,000

1年内返済予定の長期借入金 638,616 727,904

リース債務 214,395 163,047

未払法人税等 138,645 117,654

未払消費税等 - 37,574

賞与引当金 53,228 4,331

リコール損失引当金 16,075 5,905

製品補修対策引当金 5,121 15,274

その他 961,250 792,326

流動負債合計 3,765,902 3,541,177

固定負債   

社債 100,000 60,000

長期借入金 1,454,701 1,955,370

リース債務 200,851 335,500

退職給付に係る負債 94,268 129,484

役員退職慰労引当金 58,803 45,434

資産除去債務 20,100 20,100

その他 310,802 162,916

固定負債合計 2,239,525 2,708,805

負債合計 6,005,428 6,249,983

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,742,400 1,742,400

資本剰余金 1,748,600 1,748,600

利益剰余金 2,837,398 3,033,909

自己株式 △38,812 △39,166

株主資本合計 6,289,585 6,485,743

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 99,495 128,136

繰延ヘッジ損益 1,362,518 1,090,942

為替換算調整勘定 63,552 57,511

退職給付に係る調整累計額 △28,285 △25,883

その他の包括利益累計額合計 1,497,281 1,250,707

純資産合計 7,786,867 7,736,450

負債純資産合計 13,792,295 13,986,433
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年11月30日)

売上高 9,255,717 9,939,443

売上原価 6,836,001 7,109,241

売上総利益 2,419,716 2,830,202

販売費及び一般管理費 2,256,660 2,409,294

営業利益 163,055 420,907

営業外収益   

受取利息 266 260

受取配当金 5,916 4,679

為替差益 386,062 66,718

その他 2,249 5,328

営業外収益合計 394,494 76,988

営業外費用   

支払利息 12,268 19,482

売上割引 73,039 69,152

その他 287 5,276

営業外費用合計 85,595 93,911

経常利益 471,954 403,984

特別利益   

固定資産売却益 － 2,235

投資有価証券売却益 14,941 24,788

特別利益合計 14,941 27,024

特別損失   

固定資産処分損 804 2,823

ゴルフ会員権売却損 － 4,705

リコール損失引当金繰入額 40,673 －

その他 － 294

特別損失合計 41,477 7,824

税金等調整前四半期純利益 445,418 423,184

法人税等 184,422 154,371

過年度法人税等 － 22,276

少数株主損益調整前四半期純利益 260,996 246,536

四半期純利益 260,996 246,536
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 260,996 246,536

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 18,172 28,640

繰延ヘッジ損益 1,029,566 △271,576

為替換算調整勘定 1,598 △6,041

退職給付に係る調整額 － 2,402

その他の包括利益合計 1,049,336 △246,574

四半期包括利益 1,310,333 △37

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,310,333 △37
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

（会計方針の変更）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に対応した長

期国債の利回りを基礎とする方法から支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率

を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が15,399千円減少し、利益剰余金が15,399千

円増加しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であ

ります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によって

おります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　　　　該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　　　　該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年11月30日）

 減価償却費 302,569千円 320,724千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年３月１日　至　平成26年11月30日）

配当に関する事項

（１）　配当金支払額

　（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成26年５月23日

株主総会
普通株式 21,813 2.5 平成26年２月28日 平成26年５月26日 利益剰余金

 平成26年10月10日

取締役会
普通株式 21,811 2.5 平成26年８月31日 平成26年11月11日 利益剰余金

 

　　　　　（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期　間末後となるもの

　　　　　　　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

配当に関する事項

（１）　配当金支払額

　（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成27年５月22日

株主総会
普通株式 39,255 4.5 平成27年２月28日 平成27年５月25日 利益剰余金

 平成27年10月13日

取締役会
普通株式 26,169 3.0 平成27年８月31日 平成27年11月17日 利益剰余金

 

　　　　　（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期　間末後となるもの

　　　　　　　　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年３月１日　至　平成26年11月30日）

　　　　　　当社グループは、報告セグメントが家電製品事業のみであり、当社の業績における「その他」の重要性が乏

しいため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

　　　　　　当社グループは、報告セグメントが家電製品事業のみであり、当社の業績における「その他」の重要性が乏

しいため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年３月１日
至　平成26年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日）

　　１株当たり四半期純利益金額 29円91銭 28円26銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 260,996 246,536

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 260,996 246,536

普通株式の期中平均株式数（株） 8,724,732 8,723,275

　 （注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

（１）中間配当

　　　平成27年10月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　　①配当金の総額……………………………………26,169千円

　　　②１株当たりの金額………………………………３円00銭

　　　③支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成27年11月17日

　　（注）平成27年８月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いをおこなっております。

 

 

EDINET提出書類

ツインバード工業株式会社(E02017)

四半期報告書

13/15



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年１月13日

ツインバード工業株式会社

取締役会　御中

 

優成監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　善孝　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　健文　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているツインバード工

業株式会社の平成27年３月１日から平成28年２月29日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年９月１日

から平成27年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年11月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ツインバード工業株式会社及び連結子会社の平成27年11月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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